
 

 

学校いじめ防止基本方針 

                                                                    筑前町立三並小学校 

１ 学校いじめ防止基本方針 

 いじめは、その児童の将来にわたって内面を深く傷つけるものであり、児童の健全な成長に影響を

及ぼす、まさに人権に関わる重大な問題である。全教職員がいじめはもちろん、いじめを助長したり

傍観したりする行為も絶対に許さない姿勢で臨み、どんな些細なことでも組織的・継続的な対応を行

う必要がある。そのためには、学校として、全ての教育活動において生命や人権を大切にする精神を

貫き、教職員自身が児童一人一人をかけがえのない存在として尊重し、児童の人格の健やかな発達を

支援するといった考えに立ち、児童への指導を徹底することが重要である。 

  いじめに対しては、本校のどの児童にも起こりうるという認識のもと、いじめの早期発見・早期対

応に努めるために、校内指導体制や教育相談体制を整備し、いじめを認知した場合は適切に且つ速や

かに解決するため「学校いじめ防止基本方針」を策定する。 

 

２ 学校いじめ防止基本方針の内容 

 (1) 学校のいじめの問題に対する考え方 

  ◇ いじめの定義 

 いじめとは、児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等当該児童生徒と

一定の人的関係のある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネット

を通じて行われるものも含む。）であって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じ

ているものをいう。                 (｢いじめ防止対策推進法｣平成 25 年) 

  ◇ いじめの態様 

  いじめの態様には、次のようなものが考えられる。 

   【◇心理的な攻撃】 

冷やかしからかい、悪口脅し文句や嫌なことをいわれる。仲間はずしや無視。嫌なことや恥ずかしいこと、危険なこ

とをさせられる。ＰＣなどでの誹謗中傷。 

    【◇物理的な攻撃】 

ぶつかられる。叩いたり蹴られたりする。金品をたかられる、隠される、 盗まれる、壊される、捨てられる。 

※これらの「いじめ」において犯罪行為に相当し得ると認められる場合においては、早期に警察

に相談・通報など、警察と連携した対応を取ることが必要である。 

 (2) 組織（校内いじめ問題対策委員会）の設置 

  いじめ問題への取組に当たっては、校長のリーダーシップのもとに「いじめを根絶する」とい 

 う強い意志をもち、学校全体で組織的・継続的な取組を行う必要がある。そのためには、早期発 

 見・早期対応はもちろんのこと、いじめを生まない土壌を形成するための取組をすべての教育活 

 動において展開することが求められている。本校において、いじめ問題への組織的な取組を推進 

 するため、「いじめ問題対策委員会」を設置する。具体的には「いじめ問題対策委員会」「全体会」 

 「緊急対応会議」の組織を置き、組織として教職員全体で共通理解を図り、学校全体で総合的な 

 いじめ対策を行う。また、組織が有効に機能しているかについて、定期的に点検・評価を行い、 

 児童の状況や地域の実態に応じた取組を展開する。 
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    ① 「全体会」※全教職員が参加 

        ○ 基本方針の策定 

     ○ いじめ防止に関すること（年間指導計画 研修計画作成） 

        ○ いじめの早期発見に関すること（いじめ相談窓口設定・情報収集・情報交換） 

        ○ いじめ事案に対する対応に関すること（対応方針の決定） 

    ○ いじめの影響やその他のいじめの問題に関する児童の理解を深めること（児童会等） 

        ○ 保護者・関係機関との連携 

    ② 「いじめ問題対策委員会」 

    いじめ防止対策のための中心的な組織とし、防止対策を機動的・効果的に行う。 

【委員会の構成員】 

     校長 教頭 主幹教諭 生徒指導担当 養護教諭  （特別支援教育コーディネーター ＳＣ ＳＳＷ） 

 

○ いじめ防止に関すること（年間指導計画の進捗状況把握等）   

        ○ いじめ早期発見に関する情報収集・情報共有 

          （アンケート調査内容検討 教育相談計画 情報交換・収集等） 

    ○ いじめまたはいじめと疑われる事案に関する方針・対応・記録 

     （事実関係聴取 対応の具体的手順・検討・決定 いつ・だれが・だれと・だれに・どの 

     ように・・・） 

    ○ 教職員に関する「いじめ防止対策」研修会の企画 

    ○ 保護者・関係機関との連携 

    ○ いじめ防止の取組に対する評価 

    ※ 定例のいじめ問題対策委員会は、毎月第２月曜日の「みなみ支援会議」の中で開催する。 

   ③ 「緊急対応会議」 

        いじめ事案の発生時は、緊急対応会議を開催し、事案に応じて調査班や対応班を編成し対応 

   する。 

【委員会の構成員】 

         事案発生時に必要に応じて関係教職員及び全教職員 

    保護者代表 所轄警察 学校医 筑前町教育委員会教育課指導主事 等 

  

(3) 関係機関との連携 

      いじめ問題は、学校だけで解決していくことは困難であり、関係機関と連携して解決を図る。 

 

 

 

                関 係 機 関  

 警察   学警連   筑前町いじめ問題対策連絡協議会    要保護児童対策連絡協議会 

 

 

 

        情報収集・連絡・調整         報告・要請          情報収集・連絡・調整 

 学校      指導・支援 

 

 

(4) 報告体制 

報告については、いじめではないか と判断したものは校長をはじめとして 関係職員に報告し、

校長の管理のもと、校内いじめ問題対策委員会が中心となって、いじめられた児童の支援等を迅速か

つ適切に行う。また、校長等の管理職は、いじめの状況や問題への対応の経緯について、速やかに教

育委員会に報告し、状況に応じて関係諸機関との連携を図ることが大切である。 

筑前町教育委員会 



 

 

特に、いじめの早期発見においては、 

個々の行為がいじめに当たるか否かの 

判断は、表面的・形式的に行うのではな

く、いじめられた児童の立場に立っ  

て行うものとするため、児童や保護者か

らの訴えやアンケート・教育相談・様相

観察等で、いじめではないかと思われる

事案に対しては、迅速かつ適切に対応す

る必要がある。 

 また、いじめの兆候を発見した場合、

校内いじめ問題対策委員会を中核として

組織的に対応することとし、いじめられ

れている児童の立場に立ち心情を理解す

るとともに、当事者だけでなくその友人

関係等からの情報収集等を通じた事実関

係の把握を迅速かつ正確に行うことが必

要である。そして、いじめられている児

童を最後まで守り抜く姿勢をもちながら

いじめ解消に全力を挙げ、いじめが完全

になくなるまで徹底して指導を行う。 

   ＜い じ め の 報 告 体 制＞    

   気になる児童の発見  
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 いじめ問題対策委員会  

 

        ・事実関係の把握 

          ・協働体制の確立 

          ・指導方法の共通理解 

 

  全体会（職員会議等）  

  連携               連携                    報告 

   ＰＴＡ     関係諸機関  教育委員会  

 

  

(5) 教員研修 

      学校や教員がいじめ問題に対し、正しい共通認識をもち、適切な対応がなされるためには、適 

  切な教員研修の実施が重要である。実施する研修内容は次のとおりとする。 

 

  ◇いじめ問題に対する理解と対応 

    ・いじめ問題に関する適切な認識と教職員の共通理解 

    ・いじめの早期発見・早期対応の在り方 

    ・いじめを生まない環境や集団づくり 

  ◇教職員の人権感覚の育成 

    ・学校教育における児童の人権 

    ・教職員の言動と児童の人権 

     ① いじめ問題に特化した研修の実施 

       「いじめの早期発見・早期対応の手引き」を活用し、いじめ問題に対する職員の共通理解や 

    対応の内容、関係機関や地域との連携などその徹底を図るための研修を行う。 

       ※１学期の早い時期に実施する。 

     ② 教員の人権感覚の育成を図る研修の実施 

     教員の人権意識や感覚を高めるための研修を行う。  

         ○ 人権に関する知的理解と人権感覚を重視した研修会 

         ○ 県の人権・同和教育研修会への参加 

         ○ 授業を伴った研修会の実施と参加 

 

 (6) いじめの防止、いじめの早期発見・いじめへの対処の取組 

    ① いじめ防止の取組 

        ○ 社会性の構築に向けた取組 
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            教員と児童及び保護者との信頼関係に基づいた関係づくりや対応の在り方についての研 

    修を実施する。 

        ○ 児童会活動、体験活動、学級活動、学校長等による講話 

            児童会活動や学校行事等では、積極的に縦割り班活動を取り入れ、子どもが安心感をえ

られる人間関係を醸成していく。 

            必要に応じ、担当教員や校長がいじめに関する講話を行う。 

    ② いじめ早期発見の取組 

        ○ 「いじめ・人間関係トラブルの早期発見チェックポイント」や「ダイジェスト版」等を 

    活用した早期発見の取組 

        ○ 「いじめに特化したアンケート簡易版」又は「学校生活アンケート」の月１回の実施 

        ○ 「いじめに特化した無記名アンケート」の学期１回の実施 

        ○ アンケート実施後の教育相談（毎月）、及びスクールカウンセラーによる全員面談 

        ○ 相談ポストの設置・活用 

        ○ 「家庭用チェックリスト」や「いじめ早期発見・早期対応リーフレット（家庭向け）」

等を活用し、家庭と連携した早期発見の取組実施 学期に１回実施 

    ③ いじめの対処への取組 

        ○ いじめられている児童への対応 

            ⅰ）いじめの事実関係の把握 

                いじめられている児童の立場や発達段階を考慮して、丁寧に聞き取りをする必要が 

       ある。本人の心の痛みを温かく受容し、共感的理解に努めながら信頼関係を築くよう 

       にする。 

            ⅱ）いじめられた児童の安全確保と全面的な支援 

               いじめられている児童の心情を十分理解し、本人の立場に立って話を聞くとともに、 

       安心感をもたせ心のケアを図る。 

            ⅲ）校長・関係職員及び保護者への報告と対応の確認 

        いじめの事実を確認後、いじめられた児童からの聴き取りを時系列に整理した資料 

       を準備して、速やかに校長及び関係職員に報告する。保護者には、事実関係と今後の 

       対応を正確に伝える。また、いじめは単に「謝罪」をもって安易に解消することはで 

       きないため、少なくとも以下の２つの要件が満たされていることを適切に判断するこ 

       とが重要である。 

①いじめに係る行為が止んでいること（すくなくとも 3 ヶ月を目安とする） 

②被害児童が心身に苦痛を感じていないこと（被害児童生徒本人及びその保護者に

対し，心身の苦痛を感じていない かどうかを面談等により確認する） 

            Ⅳ）保護者や関係機関との連携といじめられた児童への支援体制の整備 

        いじめられている児童と最も信頼関係ができている教員が中心となって、支援体 

       制を確立する。また、該当児童とかかわりの深い教員数名でプロジェクトチームを 

       組織し、役割を明確に分担し、情報を共有しながら支援する。 

            Ⅴ）いじめられた児童の学級及び集団への適応促進 

        いじめられた児童の対人関係の向上や改善のために、児童の発達段階に応じた  

       ソーシャルスキルトレーニングやアサーショントレーニングなどを効果的な指導を 

       行う。指導に当たっては、養護教諭やＳＣの協力も必要である。  

        ○ いじめている児童への対応 

            ⅰ）いじめの事実と経緯の確認 

                事情を聴く教員は、感情的になったり決めつけたりせず、冷静かつ客観的に、事 

       実と経過を確認する。 



 

 

            ⅱ）校長、関係職員及び保護者への報告 

                いじめの事実を確認後、いじめた児童からの聴き取りを時系列に整理した資料を準 

       備して、速やかに校長及び関係職員に報告する。不明な点は再度確認して事実を正確 

       に把握する。 

            ⅲ）いじめの態様等による指導方針の立案と職員間の共通理解 

                いじめの態様に応じた指導を適切に行うことが必要である。中でも、「恐喝」や「暴 

       行」等の刑法に触れる犯罪行為など悪質なものについては、児童相談所や警察と連 

       携しながら、出席停止等の措置を含めた毅然たる対応について町教育委員会と協議 

       する。 

            Ⅳ）規範意識の育成と人間関係づくりの改善 

                いじめの原因や背景を十分考え、指導の在り方を十分検討し児童に当たる。保護 

       者の養育態度の変容を図ることも必要になるので、保護者との信頼関係を築き指導 

       に当たる。 

        ○ 周りの児童への対応 

            ⅰ）事実関係の確認と当事者意識の高揚 

                いじめに関する事実関係を確認することによって、いじめを受けた心の苦しみを 

       感得させ、見て見ぬふりをしたり、はやし立てたりする行為も、いじめと同様であ 

       ることを理解させるとともに、いじめは人権に関わる問題であり、人間として許さ 

       れない行為であることを理解させ、いじめる側が悪いという意識を高めることが重 

       要である。 

            ⅱ）人間関係形成能力を高める道徳・特別活動等の実践 

                特別の教科 道徳の指導や特別活動等の指導を通じて、違いを認め、尊重し合う共感

的人間関係をつくるようにする。 

            ⅲ）自己存在感を実感できる学級づくり・授業づくりの推進 

                児童一人一人が「できた。わかった。」を実感できる授業の工夫や係活動、教室掲 

       示等自己存在感が味わえるように工夫する。 

  

(7) 重大事態への対応 

  ○重大事態とは、 

  一、いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いが

あると認めるとき。 

  二、いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされて

いる疑いがあると認めるとき。 

【◇「心身又は財産に重大な被害」とは】 

（例）・児童が自殺企図した場合（生命被害） ・身体に重大な傷害を負った場合（身体被害） 

・金品に重大な被害を被った場合（財産被害）・精神性の疾患を発症した場合（精神被害） 

【◇「相当の期間」とは】 

不登校の定義を踏まえ、年間３０日を目安とする。ただし、児童生徒が一定期間、連続して

欠席しているような場合には、上記目安にかかわらず、学校の設置者又は 学校の判断により、

迅速に調査に着手することが必要である。 

  ○重大事態発生の報告 

   ①重大事態の発生に伴う町教育委員会を通じた町長への報告 

   ②重大事態に係る調査を行う組織の設置と事実関係の調査 

   ③学校が調査を行った場合の関係児童及び保護者への情報提供 

 



 

 

(８) ネット上のいじめの対応 

   情報ネットワークの高度の流通性、拡散性、匿名性等の特性を踏まえ、児童及び保護者が情報 

 ネットワークを通じて行われるいじめを防止し、効果的に対応できるようにする。 

    ① 情報ネットワーク上の不適切な書き込み等があった場合、まず学校として、問題箇所を確認 

  し、その箇所を印刷・保存するとともに、「いじめ対策委員会」において対応を協議し、関係児 

  童から聴き取り等の調査、児童が被害にあった場合のケア等必要な措置を講ずる。 

    ② 書き込みへの対応については、削除要請等、被害にあった児童の意向を尊重するとともに、 

  当該児童・保護者の精神的ケアに努める。必要に応じ関係機関や教育委員会と連携して対応す 

  る。 

 

 (９) 教育相談体制 

      見通しをもって、専門家であるスクールカウンセラーを活用した教育相談を実施する。 

   ※児童一人一回は実施できるようにする。 

 

 (10) 保護者・地域等への働きかけ  

     情報ネットワークいじめや情報モラルについて子どもと一緒に学ぶ研修会を開催する。 

      ※１２月に実施予定 

 

 (11) 取組の評価 

      学期末の学校評価に位置付け、評価、改善を図る。 

 

（12）支援（活動）計画 

月 支援（活動） 支援（活動）内容 

４ 定例部会 児童の実態把握 生活アンケート 
・いじめ防止基本方針の確認 

・昨年度からの児童の実態把握 

５ 
定例部会 生活アンケート 

☆ＳＣ教育相談 

・児童の実態把握と共有 

・児童理解にかかわる職員研修 

６ 
定例部会 生活アンケート 教育相談アンケート 

☆ＳＣ教育相談 

・児童の実態把握と共有 

・アンケートの分析と教育相談 

７ 
定例部会 生活アンケート 

☆ＳＣ教育相談 

・1学期の振り返りと成果・課題 

・ＳＣとの情報共有 

８ 定例部会 ・児童理解にかかわる職員研修 

９ 
定例部会 児童の実態把握 生活アンケート 

☆ＳＣ教育相談 

・いじめ防止基本方針の確認 

・児童の実態把握と共有 

１０ 
定例部会 生活アンケート 教育相談アンケート 

☆ＳＣ教育相談 

・児童の実態把握と共有 

・アンケートの分析と教育相談 

１１ 
定例部会 生活アンケート 

☆ＳＣ教育相談 

・児童の実態把握と共有 

・児童理解にかかわる職員研修 

１２ 定例部会 児童の実態把握 
・２学期の振り返りと成果・課題 

・ＳＣとの情報共有 

１ 
定例部会 児童の実態把握 生活アンケート 

☆ＳＣ教育相談 

・いじめ防止基本方針の確認 

・児童の実態把握と共有 

２ 
定例部会 生活アンケート 教育相談アンケート 

☆ＳＣ教育相談 

・児童の実態把握と共有 

・アンケートの分析と教育相談 

３ 定例部会 児童の実態把握 
・３学期の振り返りと成果・課題 

・ＳＣとの情報共有 

※ＳＣによる教育相談は、各学年ごとに行う。 


